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東京海上日動あんしん生命保険株式会社


お問い合わせ先














厚生労働省の「平成25年人口動態統計月報年計（概数）の概況」に　　よると、平成25年の死亡数は126万8,432人で、前年の125万6,359人　より1万2,073人増加し、死亡率　（人口千対）は10.1で前年の10.0を上回りました。


戦後の死亡数の推移をみると、　昭和30年以降は70万人前後で推移していましたが、昭和50年代後半　から増加傾向となり、平成2年以降は80万人台、平成7年以降にほぼ　　90万人台となり、平成15年からは　100万人を超え、平成19年からは　110万人台となり、平成23年以降は120万人台となっています。


また、昭和50年代後半から75歳以上の高齢者の死亡が増加しており、平成24年からは死亡数の7割を超えています。


死亡率性比（男性の死亡率／女性の死亡率×100）を年齢（5歳階級）別にみると、全年齢階級で100以上となっており、男性の死亡率が高いことを示しています。また、15～29歳と55～79歳の各年齢階級では、男性の死亡率が女性の死亡率の2倍以上となっています。


介護について、「老老介護」や「認認介護」など、高齢者が高齢者を介護するという実態が指摘されていますが、超高齢社会の相続も「老老相続」という状況が多くなります。


被相続人だけでなく相続人も高齢化しており、核家族化や生活の多様化で普段は行き来もない遠隔地相続人と相続でモメたり、話し合いがまとまらないうちに相続人が亡くなり、さらに関係者が増加したりすることもあります。また、認知症による相続人の意思能力の欠如や、身体の衰えにより裁判所への出頭ができないなど、解決までの期間が長くなるケースも多くなっています。相続対策のために計画的に生前贈与を行っていくつもりでいても、認知症により意思能力がなければ、贈与もできなくなってしまうこともあります。


対策は早めに検討・実行していくことが重要といえます。





目的・目標額の設定が大切
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新日本保険新聞社よりデータ提供
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厚生労働省「平成25年 人口動態統計月報年計（概数）の概況」より














－死亡数および死亡率の年次推移－








亡くなった人の７割超が75歳以上


～ 超高齢社会の相続問題、対策の検討・実行は早めに！ ～
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